
〔初等中等教育局〕 

 

地域とともにある学校づくりの推進 

 

１． 創設年度：平成 25年度 

２． 平成 30年度予算額：1.27 億円 

３． 事業概要 

    地域とともにある学校づくりを推進するため、関係機関等との協働によ

る新たな学校モデルの構築や発信に関する調査研究の実施や、学校運営協

議会の設置の促進を図るためのコミュニティ・スクール推進員の派遣を行

う。 

学校現場における業務の適正化を推進するため、各教育委員会による学

校の業務改善のための取組を加速させる実践研究の実施や、そうした取組

に対する助言・支援を行う「業務改善アドバイザー」の自治体等への派遣

を行う。＜委託・本省執行＞ 

 

４． 選定理由：オ（公開の場で外部の視点による検証が有効なもの） 

 喫緊の課題である学校の業務改善の取組について、実践研究の実施、全国

的に普及を図っていくにあたって、より効率的、効果的な事業のあり方につ

いて検討する必要があるため。 

 

５． 想定される論点 

喫緊の課題である学校の働き方改革を進めていくに当たって 

・本事業の実施により、学校の業務改善や学校運営協議会の設置はどのよ

うに促進されているのか。 

・事業成果検証のために適切なアウトカム、アウトプットは設定されてい

るか。 

・計画的な予算執行及び早期執行が図られているか。 

 

※成果指標（平成 29年度） 

  ・全国の公立小中学校における学校運営協議会の設置数 

  ・全国の学校における学校関係者評価の実施率 

  ・週あたりの中学校教員等の総勤務時間(平均）（OECD 調査） 

  ・週あたりの中学校教員等の総勤務時間の内、事務業務の時間(平均） 

（OECD 調査） 
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■
教
員
自
ら
の
意
欲
と
能
力
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
な
勤
務
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
業
務
改
善
の
取
組
を
一
体
的
・
総
合
的
に
推
進
。

■
自
治
体
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定

■
業
務
改
善
の
取
組
の
実
施

・
教
員
の
行
う
業
務
の
明
確
化
（
事
務
職
員
や
他

の
ス
タ
ッ
フ
等
と
の
連
携
・
分
担
等
）

・
部
活
動
に
関
す
る
休
養
日
の
明
確
な
設
定

・
時
間
管
理
の
徹
底
、
研
修
の
実
施

等

市
町
村
と
連
携
し
、
小
中
学
校
に
お
け
る
業
務
改
善
を
促
進
。
重
点
モ
デ
ル
地
域
の
成
果
を
県
下
に
波
及
。

都
道
府
県
・
政
令
市

■
重
点
モ
デ
ル
地
域
に
対
す
る
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン
ト
等
の
配
置

■
県
と
し
て
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定
・
指
導
助
言

■
管
理
職
等
の
意
識
改
革
の
た
め
の
研
修
の
実
施

■
取
組
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、

成
果
の
県
下
全
域
へ
の
発
信

■
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
分
析

勤
務
時
間
（
総
勤
務
時
間
や
事
務
作
業
・

部
活
動
に
関
す
る
時
間
等
）
や
負
担
感
の

変
化
、
創
出
し
た
時
間
に
よ
る
教
育
面
で

の
効
果
な
ど
の
成
果
を
分
析

■
成
果
を
挙
げ
た
Ｇ
Ｐ
を
管
下
全
域
に
波
及

重
点
モ
デ
ル
地
域
：
市
町
村
（
政
令
市
含
む
）

外
部
専
門
家
に
よ
る
分
析
・
助
言

成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

業
務
改
善
に
集
中
的
に
取
り
組
む
重
点
モ
デ
ル
地
域
を
指
定
し
、
業
務
改
善
の
加
速
に
つ
い
て
の
実
践
研
究
を
実
施
。
具
体
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や

成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

文
部
科
学
省

学
校
現
場
に
お
け
る
業
務
改
善
加
速
事
業

平
成
3
0
年
度
予
算
額

1
2
7
百
万
円
（
※
）

（
平
成
2
9
年
度
予
算
額

2
2
8
百
万
円
）

エ
ビ
デ
ン
ス

と
し
て
蓄
積

業
務
改
善
加
速
の
た
め
の
実
践
研
究
事
業
の
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
を
行
い
、

全
国
的
な
気
運
を
醸
成

・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

・
各
種
広
報
媒
体
等
に
よ
る
普
及
啓
発

・
実
践
事
例
集
の
作
成

等

■
研
究
機
関
等
に
よ
る
業
務
改
善
の
推
進
に
資
す

る
基
礎
的
調
査
研
究
を
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

業
務
改
善
の
基
礎
的
調
査
研
究
の
実
施

■
業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
に
よ
る

指
導
助
言

■
先
進
モ
デ
ル
の
横
展
開

■
業
務
改
善
の
取
組
の
継
続
し
た
フ
ォ
ロ
ー

業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド

※
国
立
・
私
立
学
校
も
対
象

（
※
）
「
協
働
に
よ
る
地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
の
推
進
」
（
平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）
2
3
百
万
円
（
平
成
2
9
年
度
予
算
額
3
1
百
万
円
）
）
を
含
む
。
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協
働
に
よ
る
地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
の
推
進

平
成

30
年
度
予
算
額

23
百
万
円

（
平
成

29
年
度
予
算
額

31
百
万
円
）

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
推
進
員
（
Ｃ
Ｓ
マ
イ
ス
タ
ー
）
派
遣
制
度
＜
４
百
万
円
＞

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
・
促
進

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
を
始
め
る
教
育
委

員
会
や
学
校
、
地
域
住
民
等
に
対
し
て
、
継
続
的
で
き

め
細
か
い
助
言
・
支
援
を
行
う
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス

ク
ー
ル
推
進
員
（
※
）
を
派
遣
す
る
。
（
3
０
人
）

※
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
実
践
経
験
が
あ
る
元
校
長
や
教
育
長
、

学
校
運
営
協
議
会
委
員
等
に
対
し
て
文
部
科
学
省
が
委
嘱
。

地
域
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
「
地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
」
を
推
進
す
る
た
め
、
全
国
の
公
立
学
校
に
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
を
目
指
す
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
の
促
進
を
図
る
と
と
も
に
、
高
校
・
特
別
支
援
学
校

や
新
し
い
タ
イ
プ
の
学
校
に
お
け
る
学
校
運
営
協
議
会
の
果
た
す
役
割
と
効
果
的
な
推
進
方
策
に
つ
い
て
研
究
等
を
行
う
。

全
て
の
校
種
で
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
が
加
速

変
わ
り
ゆ
く
社
会
の
仕
組
み
や
新
し
い
教
育
体
制
の
中
で
、
こ
れ
ま
で
設
置
が
少
な
か
っ
た
学
校
種

や
設
置
者
の
異
な
る
学
校
同
士
の
連
携
・
協
働
に
つ
い
て
、
学
校
運
営
協
議
会
の
果
た
す
役
割
や
効

果
的
な
運
営
方
法
・
推
進
方
策
等
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
を
行
う
。

（
例
）
・
高
等
学
校
・
特
別
支
援
学
校
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
研
究

（
防
災
の
観
点
、
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
設
置
者
の
異
な
る
学
校
同
士
の
連
携
）

・
小
中
一
貫
（
義
務
教
育
学
校
）
、
中
高
一
貫
教
育
に
お
け
る
学
校
運
営
協
議
会
の
役
割

・
業
務
改
善
に
つ
な
が
る
地
域
住
民
の
学
校
へ
の
か
か
わ
り
方
に
関
す
る
研
究

・
再
編
・
統
合
を
控
え
た
学
校
に
お
け
る
学
校
運
営
協
議
会
の
役
割

＜
委
託
事
業
：
１
０
百
万
円
（
新
規
）
＞

【
都
道
府
県
・
市
区
町
村
（
１
０
自
治
体
）
】

地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り

推
進
協
議
会
の
開
催

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
に
よ

る
地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
の
充

実
方
策
に
つ
い
て
、
保
護
者
・
地
域
住
民
、

学
校
関
係
者
等
を
対
象
と
し
た
協
議
会

（
フ
ォ
ー
ラ
ム
）
を
開
催
し
、
先
進
的
な

取
組
を
行
う
教
育
委
員
会
等
に
よ
る
事
例

発
表
な
ど
を
通
じ
て
、
取
組
の
充
実
や
普

及
を
図
る
。
（
全
国
６
会
場
）

地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
の
推
進
に
向
け
た
制
度
等
説
明
会

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
を
始
め
る
自
治
体
の
保
護
者
、
地
域
住
民
、
学
校
関

係
者
等
を
対
象
と
し
た
個
別
説
明
会
を
開
催
し
、
文
部
科
学
省
職
員
が
制
度
に
つ
い
て
の

理
解
促
進
や
指
導
助
言
等
を
行
い
、
制
度
導
入
を
促
す
。

こ
れ
か
ら
の
時
代
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
に
関
す
る
研
究

（
新
規
）
学
校
運
営
協
議
会
の
設
置
・
拡
充
に
向
け
た
調
査
研
究
事
業

大
震
災
の
教
訓

高
校
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

共
生
社
会
の
実
現

新
し
い
タ
イ
プ
の
学
校

・
義
務
教
育
学
校

・
中
等
教
育
学
校

学
校
運
営
協
議
会
の
果
た
す
役
割
の
研
究

学
校
の
業
務
改
善

★
地
教
行
法
の
改
正
（
Ｈ
２
９
．
３
）
→
全
て
の
公
立
学
校
に
つ
い
て
学
校
運
営
協
議
会
設
置
の
努
力
義
務
化

＜
９
百
万
円
＞

学
校
の
再
編
・
統
合
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H29年度事業番号 0084

初等中等
教育局

政策

政策目標 2

施策 ※平成２９年度事前分析表より転記

施策目標 2-5

施策の概要

達成目標１

達成目標２

事業 ※平成２９年度レビューシートより転記

事業名

事業の目的

事業概要

定量的な
成果目標

成果指標

定量的な
成果目標

成果指標

定量的な
成果目標

成果指標

定量的な
成果目標

成果指標

（１）

（２）

本事業の成果
と上位施策と
の関係

本事業は、「地域とともにある学校づくり」を推進する上での学校の業務改善や学校を支えるサポートチームの構築等をすすめることにより、教
員の勤務負担の軽減等に効果を発揮するものであり、政策評価の測定指標の達成に資するものである。

協働による地域とともにある学校づくりの推進に関する調査研究の採択件数（取組（１））

自律的・組織的な学校運営体制の構築に関する調査研究の採択件数（取組（２））

アウトプット

政策・施策・事業整理票

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

全国の公立小中学校における学校運営協議会の設置数

地域とともにある学校づくりの推進

保護者や地域住民の力を学校運営に生かす「地域とともにある学校づくり」の推進等により社会総掛かりで教育再生を実行するため、協働に
よる地域とともにある学校づくりや学校現場における業務の適正化を図る。

○地域とともにある学校づくりを推進するため、首長部局や関係機関等との協働による新たな学校モデルの構築や発信に関する調査研究の
実施や、学校運営協議会の設置の促進を図るためのコミュニティ・スクール推進員の派遣を行う。
○学校現場における業務の適正化を推進するため、各教育委員会による学校の業務改善のための取組を加速させる実践研究の実施や、そ
うした取組に対する助言・支援を行う「業務改善アドバイザー」の自治体等への派遣を行う。

①

概要 子供たちが確かな学力、豊かな心と健やかな体を育成することのできる社会を実現するとともに信頼される学校づくりを進める。

施策の概要及び達成目標のどこを達成しようとしているのか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

アウトカム

達成目標のうち、当該事業が具体的にどの達成目標にあたるのか分かるよう、該当部分を灰色に塗りつぶす。

地域住民に開かれた信頼される学校づくり

学校評価や学校現場における業務改善等の取組を通じて、学校におけるマネジメント力の強化を図り、活力ある学校づくりや学校運営の改
善、教職員が子供と向き合う時間の確保に取り組む。また、保護者や地域住民等と目標やビジョンを共有し、地域と一体となって子供たちを
育む「地域とともにある学校」の構築を推進する。これらの取組の実施を通じ、地域住民に信頼される質の高い学校教育を実現する。

学校評価や学校現場における業務改善の取組等の充実を通じて、学校のマネジメント力の強化を図り、学校運営の改善や教職員の業務負
担の軽減を実現する。併せて、学校統合を契機とした魅力ある学校づくりや小規模校における教育環境の充実策の優良事例の創出等を通
じ、市町村における活力ある学校教育に向けた検討を促進する。

保護者や地域住民等が学校運営に参画するコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の推進・加速を図ることにより、地域ならではの創
意や工夫を生かした特色ある学校づくりの促進や、子供たちの教育に関する目標やビジョンを学校と保護者や地域住民等が共有し、一体と
なって子供たちを育む「地域とともにある学校」の構築を実現する。

施策の達成目標と当該事業の目的・事業概要の関連を整理し、また当該事業の成果と上位施策との関係を明確にする。

当該事業の目的・概要・アウトカム・アウトプットのうち、どこが特に関連しているか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

保護者や地域住民の力を学校運営に生かす取組を進める（取組（１））

②

学校関係者評価が行われることにより、より多様な視点での学校改善を進める（取組（２））

全国の学校における学校関係者評価の実施率

③

教員が子供と向き合う時間を増加させる（取組（２））

週あたりの中学校教員等の総勤務時間(平均）（OECD調査）

④

教員が子供と向き合う時間を増加させる（取組（２））

週あたりの中学校教員等の総勤務時間の内、事務業務の時間(平均）（OECD調査）
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（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

初等中等教育等振興委託
費

委員等旅費

教職員研修費

諸謝金

職員旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

・委託事業実施箇所数の増
・業務改善アドバイザー派遣人数及び派遣回数の増

30年度要求

264.5

16.3

16.2

10.5

1.1

事業番号 0084

-

29年度当初予算

194.4

12.1

11.1

8.3

1.7

228 309

教育振興基本計画（平成25年6月14日閣議決定）

- -

227.6 308.6

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

173.8 119.1 125.3 227.6 308.6

97.5 111.1

執行率（％） 81% 82% 89%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

保護者や地域住民の力を学校運営に生かす「地域とともにある学校づくり」の推進等により社会総掛かりで教育再生を実行するため、協働による地域とともに
ある学校づくりや学校現場における業務の適正化を図る。

前年度から繰越し - - -

140.7

-

補正予算

予備費等

当初予算 125.3

-

27年度

○地域とともにある学校づくりを推進するため、首長部局や関係機関等との協働による新たな学校モデルの構築や発信に関する調査研究の実施や、学校運
営協議会の設置の促進を図るためのコミュニティ・スクール推進員の派遣を行う。
○学校現場における業務の適正化を推進するため、各教育委員会による学校の業務改善のための取組を加速させる実践研究の実施や、そうした取組に対
する助言・支援を行う「業務改善アドバイザー」の自治体等への派遣を行う。

- -

173.8

- -

- -

-

地域とともにある学校づくりの推進 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 参事官（学校運営支援担当）付 参事官　木村　直人

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

119.1

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

81% 82% 89%
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26年度

- 32 35

19 14 25

27年度 28年度

19 14 27

26年度

- -

- -

26年度 27年度 28年度

5.5 - -

-

--

年度29

31 年度

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 5.4

- - - - -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

85.7 - - - -

90 - -

- 年度

53.9 - - - -

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

2,271 2,661

-

- -

-

-

達成度

1,805

-

-

年度

年度

31 年度

-

3,000

-

95.2 - - - -

11.4/14

-

26.1/27

90

29年度活動見込

目標最終年度

- - - - 53.8

-

27年度

39.4/35

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

単位

- 27 37

校

・学校関係者評価が行われ
ることにより、より多様な視
点での学校改善を進める
（取組（２））

全国の学校における学校
関係者評価の実施率

成果実績 ％

目標値

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

校
成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

26年度

27年度 28年度

単位当たり
コスト

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

31

単位

取組（１）：（執行額／採択件数）

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

--

単位

達成度 ％

全国の公立小中学校にお
ける学校運営協議会の設
置数

目標値

成果指標 27年度

週あたりの中学校教員等
の総勤務時間(平均）
（OECD調査）

成果実績

％

時間

・保護者や地域住民の力を
学校運営に生かす取組を
進める（取組（１)）

定量的な成果目標

成果指標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

時間

・教員が子供と向き合う時
間を増加させる（取組（２））

17.7/19

26年度

件

33.2/32

0.9 0.8 1 6.8

計算式

達成度 ％

　百万円/
件 183百万円/27件

％

・協働による地域とともにある学校づくりの推進に関する
調査研究の採択件数（取組（１））

・教員が子供と向き合う時
間を増加させる（取組（２））

・自律的・組織的な学校運営体制の構築に関する調査
研究の採択件数（取組（２））

12百万円/10件

算出根拠

29年度活動見込

- 1 1.1

活動実績

28年度

百万円

活動実績 件

当初見込み 件

単位
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

時間週あたりの中学校教員等
の総勤務時間の内、事務
業務の時間(平均）
（OECD調査）

成果実績

目標値 時間

定量的な成果目標

件

百万円

活動指標

計算式
　百万円/
件

1.2

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

取組（２）：（執行額／採択件数）

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

「コミュニティ・スクール指定状況調査（文部科学省）」（平成26～28年度）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

10

-

12

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

27 32

チェック

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

「学校評価等実施状況調査（文部科学省）」（平成26年度）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

「国際教員指導環境調査（TALIS）」（経済開発協力機構）（平成26年度公表）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

「国際教員指導環境調査（TALIS）」（経済開発協力機構）（平成26年度公表）
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経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - 5.4

達成度 ％ - - - - -

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

25 年度 年度 31 年度

週あたりの教員の総勤務時間のうちの事務業務の時間
（OECD調査）

成果実績 時間 5.5 - - - -

目標値 時間 - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

25 年度 年度 31 年度

週あたりの教員の総勤務時間
（OECD調査）

成果実績 時間 53.9 - - - -

目標値 時間 - - - - 53.8

達成度 ％

施策 ２－５　地域住民に開かれた信頼される学校づくり

政策 ２　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

目標年度

- 年度 31 年度

中間目標

実績値 ％ 85.7

単位

5.5 - - -

目標値

学校関係者評価の実施率

- -

教員の総勤務時間

実績値 時間

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、「地域とともにある学校づくり」を推進する上での学校の業務改善や学校を支えるサポートチームの構築等をすすめることにより、教員の
勤務負担の軽減等に効果を発揮するものであり、政策評価の測定指標の達成に資するものである。

- 31
定量的指標

-

- -

改革
項目

分野：
文教・科学技術、

外交、安全保障・防衛等
①　少子化の進展を踏まえた予算の効率化、エビデンスに基づいたPDCAサイクル

5.4

教員の総勤務時間の内の事務業務の時間

53.9 - - - -

目標値 時間 -

時間実績値

-

定量的指標
年度

時間 -

53.8

-

-

28年度
中間目標

27年度 28年度

- -

目標値 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

27年度単位 26年度

年度

90 - 90

目標年度

- 年度 31

- -

本事業は、「地域とともにある学校づくり」を推進する上での学校の業務改善や学校を支えるサポートチームの構築等をすすめることにより、教員の
勤務負担の軽減に効果を発揮するものであり、APのKPIの達成に資するものである。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係
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繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

委託契約の締結に当たっては、事業経費の費目・使途の内
容を厳正に審査するなど、負担関係について適切にチェック
を行っている。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業期間の中間段階での活動状況について報告を義務づ
け、事業の進捗管理を行っており、見込みに見合った実績を
得られている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業計画書を適切に精査しており、効率性の高い事業であ
る。

成果目標を達成するために多様な取組を行っており、実効
性の高い運用を行っている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、第2期教育振興基本計画の4つの基本的方向性
「4.絆づくりと活力あるコミュニティ」に係る施策においても明
記されている優先度の高い事業である。

委託契約の締結に当たっては、事業経費の費目・使途の内
容を厳正に審査するなど、コスト水準について適切にチェッ
クを行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定に当たっては、適切な公告期間を確保した上
で企画競争を実施しており、その妥当性や競争性を確保して
いる。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

本事業で作成された研究成果にかかる成果物について、各
自治体や関係協議会等において取組や課題が共有されるこ
とにより、教育委員会及び学校等における取組に資するよう
成果を提供している。また、取組事例をHPを活用して全国に
発信し、本事業の活用促進を図っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業を審査する段階において、他の手段・方法等の工夫を
することにより低コストでの実現が可能なものについては、
事業を実施する上での条件として個別に指摘を行っている。

○

○

目的に即し、真に必要なものとなるよう事業計画書を適切に
精査している。

○

改善の
方向性

・委託先の事業計画の変更については、委託者との連携をさらに図り、契約時の事業計画の精査、変更契約の締結を実施していく。
・委託費の支出については、契約に基づき、本事業の支出先・使途についての事業完了報告書を文部科学省に提出させるとともに、報告書の
内容を複数人で精査し、使途の確認、支出の適正性の確認を行っている。また、必要に応じて実地調査等を行うこととし、実態把握に努める。
・成果物については、取組の成果を幅広く周知できるよう、報告書をホームページに掲載するとともに、文部科学省及び地方自治体等が主催す
る関係会議等で活用しており、さらなる普及に努める。
・成果目標及び成果実績の指標については、客観的かつ関連の強い教育振興基本計画やOECD調査による達成度に見直すことで、地域ととも
にある学校づくりや学校マネジメント力強化、学校の業務改善等の取組の効果をより明確に確認できるよう努める。

・指標改善を図ることにより、取組の効果をより明確に確認できるようになった。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

国の教育政策上の課題に関して先行的な調査研究の実施
や既存の施策の検証等を通じて、教育政策に関する企画・
立案に有意義な知見として集約・提示するものであり、地方
や民間等ではなく、国が実施すべき事業である。

国の教育政策上の課題に関して先行的な調査研究の実施
や既存の施策の検証等を通じて、教育政策に関する企画・
立案に有意義な知見として集約・提示するものであり、地方
や民間等ではなく、国が実施すべき事業である。

○

○

事業計画を十分に精査しており、経費の支出については合
理的なものとなっている。

-
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事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

１．事業評価の観点：この事業は、保護者・地域住民が学校の運営等に関わり、保護者・地域住民と学校の信頼関係を深めるとともに、教員が子
どもと向き合う時間を確保し、教育に集中できる環境を整備するため、コミュニティ・スクールや学校評価・情報提供等の学校運営の充実・改善の
取組を一層推進するための調査研究を行う事業であり、予算執行状況の観点から検証を行った。

２．所見：この事業は、毎年度予算の見直しを行っているところであるが、引き続き効率的な予算執行に努めるとともに、積算単価を再検証するな
どコスト削減に努めるべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

執
行
等
改

善

外部有識者による点検対象外

本事業については、学校運営の充実・改善を図るとともに、学校現場における業務改善を積極的に支援するため、効果的でより実効性のある取
組を優先的に進められるよう、既存の事業について毎年度見直しを行っている。
平成29年度においても関係機関との連絡を密にし、引き続き効率的な予算執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度89

81

102

92

107

85
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※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 3.9 計 0

C.国立大学法人兵庫教育大学 D.

費　目 使　途

印刷製本費 アンケート、報告書　等 0.7

その他
アンケート準備作業員謝金、分析ソフト費、
小荷物郵便料　等

0.8

旅費
スクール・コミュニティ調査研究チーム会議、
研修会・報告会　等

2.4

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

諸謝金作業部会、連絡協議会講師謝金

費　目

計 1.6 計 1.5

費　目 使　途

その他 0.1

0.9

B.東神楽町
金　額
(百万円）

0.3

研究事業研修会等　旅費旅費 作業部会、連絡協議会　参加者旅費

研究事業研修会　講師謝金

1.3 旅費

使　途

諸謝金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

事業報告書作成、研修会　茶、書類郵送料
等

金　額
(百万円）

A.高知県黒潮町

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

0.5

チェック

首長部局等との協働による新たな

学校モデル構築事業

チーム学校の実現に向けた業務改善等の

推進事業

学校の総合マネジメント力強化に

関する調査研究事業

A.都道府県教育委員会・市区町村

教育委員会：39.4百万円

（全35機関）

C.民間研究所等：19.3百万円

（全6機関）

文部科学省

111.1 百万円

委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】

都道府県教育委員会・市区町村教

育委員会に実践的な研究を委託

都道府県教育委員会・市区町村教育委

員会に学校現場における業務改善の取

組を積極的に支援

民間団体等に先進的な研究課題の

調査研究を委託

諸謝金 ： 4.3百万円

職員旅費 ： 1.7百万円

委員等旅費 ：10.3百万円

教職員研修費：10.1百万円 を含む

B.都道府県教育委員会・市区町村教育委

員会：26.0百万円

（全27機関）
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支出先上位１０者リスト

A.

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

-

-

-

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

1.5

1.5

1.5

1.5

1.5

1.4

1.4 37 100％

-1.5

37 100％

随意契約
（企画競争）

1.5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

37 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

8000020402184

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

首長部局等との協働による
新たな学校モデル構築

-

37 100％

2

3

37 100％

法　人　番　号

6000020074811

9000020394289 1.6

37 100％

37

10

100％

5000020052108

9000020412091

9000020012297

5000020150002

5000020452050

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

7000020232319

8000020432041

6

1

8

7

5 37 100％

37 100％

4

9

37 100％

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

-

高知県黒潮町

棚倉町

由利本荘市

嬉野市教育委員会

富良野市

新潟県

小林市

愛知県田原市

荒尾市

春日市教育委員会
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B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

5

6

国立大学法人東京
大学

5010005007398
学校の総合マネジメント力
強化に関する調査研究

3.1
随意契約
（企画競争）

8 100％ -

3

4

1

2

国立大学法人兵庫
教育大学

2140005016868
学校の総合マネジメント力
強化に関する調査研究

3.9
随意契約
（企画競争）

8 100％ -

6

7

4

5

大槌町 9000020034614
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.4
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

10

8

9

京都市 2000020261009
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.3
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

瀬戸市教育委員会 3000020232041
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.4
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東神楽町 1000020014532
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.5
随意契約
（企画競争）

27 -

随意契約
（企画競争）

27 100％ -

益田市教育委員会 2000020322041
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.4
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

2

100％

静岡県 7000020220001
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.4

2000020261009
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.2
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

石川県教育委員会

埼玉県戸田市 5000020112241
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.4
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

2000020170003

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.3
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

京都市

北海道十勝郡浦幌
町教育委員会

8000020016497
チーム学校の実現に向け
た業務改善等の推進

1.2
随意契約
（企画競争）

27 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国際大学グローバル
コミュニケーションセ
ンター

2110005013133
学校の総合マネジメント力
強化に関する調査研究

3.6
随意契約
（企画競争）

8 100％ -

全国公立小中学校
事務職員研究会

-
学校の総合マネジメント力
強化に関する調査研究

3.2
随意契約
（企画競争）

8 100％ -

国立大学法人山口
大学

9250005001134
学校の総合マネジメント力
強化に関する調査研究

3.2
随意契約
（企画競争）

8 100％ -

国立大学法人静岡
大学

7080005003835
学校の総合マネジメント力
強化に関する調査研究

2.3
随意契約
（企画競争）

8 100％ -

チェック
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